
平
成

™
™
年

�
月

™
™
日
火
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
˜
œ
号
)

官
報

^ 入札に必要な書類の提出方法及び受領期限
Ê 提出方法 書留郵便（親展）により提出
すること

Ë 受領期限 平成22年８月12日16時
_ 開札の日時及び場所
Ê 日時 平成22年９月２日14時
Ë 場所 東日本高速道路株式会社 本社入
札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した調達を履行できることを証明する
書類を添付して入札に必要な書類の受領期限
までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、契約責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については『入
札参加に必要な書類や入札に関するよくある
質問と回答（http://www.e-nexco.co.jp/bids/

info/capacity/pdfs/faq.pdf）』を参照のこと。
d その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Keiichi Inoue, President

and Chief Operating Officer of East Nippon

Expressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Personal computer etc 2779

units

_ Leasing term : From 1 January 2011, th-

rough 31 December 2014

` Lease place : As shown in the specifica-

tions

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall :

{ not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

| After 2005 fiscal year have experience

in business of supplying same or very si-

milar type of Personal computer etc

} ｈave proven to have prepared a sys-

tem to provide rapid after-sale service

and maintenance for the products con-

cerned

b Deadline for tender : 4 : 00 P.M.12 August

2010

c Contact point for the notice : Osamu

Takeuchi, Deputy manager of Procurement

& Contract Planning Division, Engineering,

Technology & Procurement Department,

East Nippon Expressway Company 3`3`2

Kasumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`

8979 Japan. Tel. 03`3506`0212

２ 競争参加資格
\ 契約規則実施準則（平成17年準則第18号）
第８条の規定に該当しない者であること。

] 本件調達物品に関し、平成17年度以降、事
務用回転椅子に係る一契約における納入実績
が300脚以上あることを証明した者であるこ
と。

^ 本件調達物品に関し、仕様書に記載する当
該調達物品に係る製造会社の出荷証明書を提
出できる者であること。

_ 商業登記簿謄本、財務諸表類、未納税額の
ない納税証明書を提出できる者であること。

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 上記３_におい
て提出した申請書等の内容に関する当社から
の照会があった場合には、説明しなければな
らない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者の行った入札及び入札の条件に
違反した入札は無効とする。

` 本公告日から開札までの間において、別に
示す不正行為等を行った者の競争参加は認め
ない。

a 落札者の決定方法 競争参加資格の確認の
ための書類及び入札書を提出し、競争参加資
格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当
該入札者の入札価格が予定価格の制限の範囲
内であり、かつ、最低価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。

b 契約書作成の要否 要
c 手続きにおける交渉の有無 無
d 詳細は入札説明書による。

３ 入札手続等
\ 担当部署 〒100`8930 東京都千代田区霞
が関一丁目４番１号（日土地ビル）８階 首
都高速道路株式会社財務部契約グループ 長
谷川宏子 電話番号03`3539`9319

] 入札説明書の交付期間、場所及び方法 平
成22年６月22日から平成22年７月９日まで。
上記\と同じ。無償にて直接交付する。

^ 入札説明会の日時及び場所 平成22年６月
29日午後４時00分 首都高速道路株式会社本
社８階803会議室（出席を希望する者は、出
席予定者を平成22年６月28日午後３時00分ま
でに上記\の場所に連絡すること。また、入
札説明会当日前にあらかじめ入札説明書の交
付を受けている者は、それを持参すること。）

_ 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
の確認のための書類（以下「申請書等」とい
う。）の提出期限、場所及び方法 平成22年７
月20日午後３時00分まで。上記\と同じ。持
参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。

` 上記_において受領した申請書等を審査
し、競争参加資格確認通知書を平成22年８月
３日に書面で通知する。競争参加資格確認通
知書を受けた者のみ入札書を提出することが
できる。

a 入札書の受領期限、場所及び方法 平成22

年８月20日午後３時00分まで。上記\と同じ。
持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。

b 開札の日時及び場所 平成22年８月24日午
後２時00分 首都高速道路株式会社本社８階
第803会議室

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Katsumi Sasaki, Presi-

dent of Metropolitan Expressway Company

Limited

] Classification of the products to be pro-

cured : 23

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Spinning chair for business

{ Business chair for Department manag-

er : 47

| Business chair for Section manager :

270

} Business chair for staff member : 983

_ Delivery period : 30 November, 2010

` Deliveryplaces : As in the tender do-

cumentation

入 札 公 告

次のとおり一般競争に付します。
平成 22年６月 22日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 佐々木克已

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 23

] 購入等件名及び予定数量 事務用回転椅子
の調達
{ 部局長用椅子 47脚
| 課長用椅子 270脚
} 社員用椅子 983脚

^ 調達件名の特質等 入札説明書による。
_ 納入期限 平成22年11月30日
` 納入場所 入札説明書による。

a 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の100分の５に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約希望金額の105分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。
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